
都市像 ４

安 全 都 市
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【利便の高い暮らしを支える安全都市】

都市は、快適な市民生活や様々な活動を根幹から支える場でなければなりません。

そのため、良好な市街地のなかで、災害などから生命と財産が守られ、利便の高い快適な生

活が送れるまち～利便の高い暮らしを支える安全都市～を目指します。
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長く続いた埋立地開発も終息しつつあり、今後は、都市を「建設・開発する」段階から「維持・

活用する」段階へ、まちづくりの視点を移していくことが求められています。

それぞれの地域は多様な個性を持った街区が集まって構成されており、地域の多様性が浦安の

魅力の大きな要素となっています。多様な小さな単位で、それぞれの良さを活かしたまちづくり

を展開する必要があります。

 また、浦安は市域の４分の３が埋立地で、三方を海と河川に囲まれた 16.98 ㎢というコンパク

トな地域に、過密市街地や大規模な中高層集合住宅団地を抱えるという特徴を持っています。こ

うした本市の特徴を捉え、多様な主体の連携のもと、地域の特性に対応した道路交通環境の整備

や地震防災、治水・排水対策の充実に取り組み、まちの安全性や快適性を高めていく必要があり

ます。

こうしたことから、第２期基本計画では、利便の高い暮らしを支える『安全都市』の具現化を

目指し、次のような視点を持って施策を展開していきます。

◆視点１：地域の価値を高めるため、多様なまちの特性を活かし、小さな単位から個性

豊かな地域社会を形成する施策を展開する

◆視点２：コンパクトなまちを市民が安心して行き交うため、道路・交通体系を充実さ

せる施策を展開する

◆視点３：火災や犯罪、災害などへの不安がなく安心して暮らせるよう、安全・安心を

より確かなものとする施策を展開する

地域づくり

・まちの特色を活かした市街地整備を進めていくための仕組みづくり

・市民主体のまちづくりを進めるための仕組みづくり

・地域の住環境を維持・改善し、それぞれのまちのよさを活かしたま

ちづくりを進める

・集合住宅の維持管理、建て替えなどを支援する

道路・交通

・地域の結びつきをより強める、道路網を充実する

・身近な地域を結ぶ、きめ細かい公共交通網を充実する

・自転車利用環境を整える

安全・安心

・大規模災害に備えた公共施設の耐震化、液状化対策を行う

・自助・共助・公助を基本とした地域主体の震災対策を充実する

・排水・治水能力の向上を図る

・地域の状況に応じた消防体制を充実する

・地域ぐるみの防犯活動・防犯まちづくりを推進する
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現状と課題

本市の住宅地は、まちの形成過程から、公有水面の埋立以前からの既成市街地である元町地域

と、第１期埋立地で昭和 40年代後半から 50年代前半にかけて計画的な住宅開発が進められた中

町地域、第２期埋立地で昭和 60 年代から住宅や業務、文化、商業などの多様な都市機能からな

るまちづくりが進められている新町地域で構成されています。

それぞれの地域は多様な特性をもった街区から構成されており、中町地域や新町地域では、中

高層の集合住宅や戸建住宅地区といった開発単位でコミュニティが形成され、集い住まう単位が

まちづくりや地域活動の基礎的な単位となっています。

住宅地の都市基盤施設については、埋立地の造成とそれに続く市街地整備により一定の水準で

整備されており、新町地域の開発も終息に向かっていることから、元町地域の一部を除き概ね整

備が完了しつつある状況です。このため、今後は、まちづくりの視点を、開発から良好な市街地

環境の維持や土地利用の保全に移していく必要があります。

また、まちの成熟にあわせ、市民のまちづくりへの関心も高まっており、様々な分野でまちづ

くりに取り組む市民や団体の活動が盛んになっています。今後は、こうした地域主体、市民主体

のまちづくり活動に行政が協働し、地域の課題は地域が主体的に解決していくという、まちづく

りを推進していく必要があります。

また、少子高齢化の進展や人口減少社会への移行、地球環境の保全に向けた取り組みの広がり、

地方分権の推進や財政状況の変化など、まちづくりを取り巻く環境の変化にあわせ、まちづくり

の進め方や目標も変化を求められています。さらには、価値観の多様化やライフスタイルの変化

など、市民意識の変化から都市の評価の視点も変化しており、都市のもつ活力や都市の環境、市

民生活の質などが問われる時代になりつつあります。

そのため、こうした時代潮流の変化に対応しながら、安全・安心を基本とした人と環境にやさ

しく、地域の個性や価値を活かしたまちづくりを進め、魅力と活力にあふれた地域社会を築くと

ともに、まち全体の魅力を高めていく必要があります。

１地域の特色を活かしたまちづくりに取り組む具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）地域の特色を活かした市街地環境を育む

小さな単位でのまちづくりを充実させ、多様性に富んだ、地域の個性がひかる魅力あふれる都

市を目指します。

現在の良好な市街地環境を維持・保全し、地域の価値を守りながら、多様な都市機能が共存す

る活力と魅力にあふれた都市環境を形成するため、適正な土地利用や計画的なまちづくりを推進

します。

また、小さな単位からまちの特色を活かした市街地環境を育むため、都市計画やまちづくりの

制度を充実していきます。

地球環境の保全に配慮したまちづくりを進めるとともに、市民が安全で快適に暮らせるよう都

市のバリアフリー化を推進します。

２）地域主体のまちづくりに取り組む

地域住民や地域で活動する団体が、まちづくりの様々な分野で相互に連携し、地域の課題に地

域が主体的に取り組むまちづくりを推進します。

地域の良好な市街地環境を維持・保全するため、守るべき地域の価値を多様な主体で共有する

とともに、地域価値の共有に向け、地域が主体的に合意形成していくための仕組みづくりを進め

ます。

また、地域住民の価値観やライフスタイルにあわせたまちとなるよう、地域の意思をまちづく

りに反映できる仕組みづくりの検討に取り組みます。
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・

・

・

・

・

景観計画運営事業 【再掲】

開発指導事業

①地域のよさを守るための適正な土地利用の推進

【計画事業】

41111

４ 利便の高い暮らしを支える安全都市

１）地域の特色を活かした市街地環境を育む

ＪＲ京葉線複々線用地地区計画等策定事業 都市政策課

４－１ 地域の特色を活かしたまちづくりに取り組む

都市計画にかかわる地方への権限委譲の動向を踏まえながら、現在の良好な市街地環境の維持や地域
の特性に応じたまちづくりを進めるため、土地利用状況や市街地環境の現状把握・分析を定期的に行
うとともに、市としての用途地域の指定基準を整備し、必要に応じて都市計画の見直しを行います。

都市計画課

都市計画課

都市整備に関連する各種施策や事業実施の総合的な指針となる都市計画マスタープランに基づき、市
民・事業者・市それぞれが適切な役割を担いながら、地域の個性や活力を活かしたまちづくりに取り
組みます。

壁面後退用地整備に対する支援事業

一定規模以上の宅地開発や中高層建築物の建設については、浦安市宅地開発事業等に関する条例や景
観条例などに基づき周辺の住環境と調和のとれた土地利用や開発を誘導します。

地域地区や地区計画、建築協定などの諸制度を活用し、土地の細分化防止や建物の高さ規制など、地
区ごとの特性にあわせた良好な住環境の保全を図ります。

計画事業・主要事業名

【事業体系】

事業

①地域のよさを守るための
適正な土地利用の推進

都市政策課

担当課

都市計画課都市計画誘導方針策定事業

平成27年度

検討 検討 実施

事業番号
事業名 都市計画誘導方針策定事業 担当課 都市計画課

事業内容

市の用途地域指定基準の整備に向け、これまでの規制誘導による効果の検証分析を行うとともに、地域
の現状を検証し、必要に応じて都市計画の見直しを検討します。また、災害に強いまちづくりを目指すと
ともに今後の超高齢化社会など都市の課題に対応するため、高度地区や防火指定、住み替えなど都市
計画で誘導できる可能性についても併せて検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度

事業番号
事業名

ＪＲ京葉線複々線用地地区計画等策定
事業

担当課 都市政策課
41112

事業内容
ＪＲ京葉線複々線用地は鉄道用地としての土地利用が図られないことから、若潮通り沿道や舞浜駅周辺
などにふさわしい土地利用や景観の維持・形成を図るため、地区計画などによる規制・誘導を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討
策定

壁面後退により創出された良好な歩行空間を市民と協働で維持、保全するため、協定の締結や支援に
ついて検討、実施します。
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(千円)

事業内容

事業名

平成25年度 平成26年度

良好な生活環境を保全するとともに、計画的なまちづくりを推進するため、一定規模以上の宅
地開発や中高層建築物の建設については、浦安市宅地開発事業等に関する条例に基づき適
切に指導します。

○計画事業費

開発指導事業 都市計画課

3,150

平成27年度

①地域のよさを守るための適正な土地利用の推進

【主要事業】

3か年の合計

3,150 0 0

事業番号
事業名 壁面後退用地整備に対する支援事業 担当課 都市政策課

41113

事業内容
地区計画や景観計画などにより確保・整備された壁面後退用地の歩道空間の適正な維持・保全を誘導
するため、管理協定の締結や維持保全に必要な補修・修繕に係る支援を検討し、実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討 実施 実施

事業番号
事業名 景観計画運営事業 【再掲】 担当課 都市計画課

35111

事業内容

景観法や景観条例に基づき、景観に与える影響が大きい一定規模以上の建築行為などについて、事前
協議や届け出を義務付け、規制や誘導を行います。また、景観上重要な資源については、景観重要建造
物・樹木などに指定し、保存や活用を進めます。
市民の景観形成に対する理解や関心を深めるため、パンフレットの発行や講演会の開催するとともに、
良好な景観形成に寄与する個人・団体を表彰します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

規制・誘導
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施

規制・誘導の評価手法の検討
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施

規制・誘導のフォローアップ調査
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施
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・

・

(千円)

897 797 1,157 2,851

担当課まちづくり情報提供事業

事業内容

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

２）地域主体のまちづくりに取り組む

【計画事業】

【事業体系】

事業

①多様な地域の力をまちづ
くりに活かす

②まちづくりに関する情報
を共有し、ともに課題解決
に取り組む

計画事業・主要事業名

【再掲】

担当課

都市計画課

まちづくり情報提供事業

市民大学

都市計画課

②まちづくりに関する情報を共有し、ともに課題解決に取り組む

事業番号
事業名

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

担当課 都市計画課

都市計画課

地域主体のまちづくりを推進していくうえで不可欠な合意形成の進め方や守るべき地域の価値の共有
化を図るため、まちづくりに関する学習の機会や情報提供を充実します。また、地区のまちづくりに
積極的に取り組む住民の活動を支援するため、まちづくりアドバイザーの派遣を拡充します。

市民のまちづくりへの関心の高まりを踏まえ、住民や自治会などのコミュニティ組織、管理組合が主
体的に取り組むまちづくり活動への支援を行います。また、市民が積極的にまちづくりに参画できる
仕組みやまちづくりにおける市民・事業者・市の役割分担、連携・協力の仕組みづくりについて検討
します。

うらやす市民大学運営事業

良好なまちづくり支援事業

41221

事業番号
事業名

41222

事業内容
地区計画や景観協定、建築協定など、地域のまちづくりのルールづくりに取り組む住民主体の活動を支
援するため、地域の活動や要望に併せてまちづくりアドバイザーの派遣や出前講座などを行います。ま
た、市民のまちづくりに対する意識を高めるため、講演会の開催や新たな支援方策を検討します。

まちづくりアドバイザーの派遣
講演会の実施
支援方策の検討

まちづくりアドバイザーの派遣
派遣要綱改正

まちづくりアドバイザーの派遣

良好なまちづくり支援事業

市民や事業者とまちづくりに関する情報の共有化を図るため、ホームページ上で公開しているGIS（JAM）
を活用しながら、土地利用の動向や建築物の用途などの情報の更新やコンテンツの充実を図ります。
また、ボーリングデータなどの地盤情報を収集・整理し、建物や設備の建設、更新や被災した住宅などの
修復、建替の際に、液状化対策や耐震化対策が促進されるよう、情報提供を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

データの収集・整理
情報提供

データの収集・整理
情報提供

データの収集・整理
情報提供
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事業内容
市民自らが地域に貢献する協働の担い手としてまちづくりに取り組むため、必要な知識や技術
を学ぶ拠点として、年間を通した授業を開催するとともに、市民活動や市政に関する情報提供
を行います。

事業名 うらやす市民大学運営事業【再掲】 市民大学

①多様な地域の力をまちづくりに活かす

【主要事業】
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現状と課題

元町地域の堀江・猫実地区、当代島地区は、浦安の発展の基礎となった地区であり、現在でも、

かつての漁師町の面影を残す浦安の歴史や文化を今に伝える地区です。

境川周辺の独特の風情や点在する文化財住宅、神社や仏閣などは、他の地区にはないこの地区

の大きな魅力となっており、こうした地区の魅力をまちづくりに活かしていくことが求められて

います。

しかし、一方で地区の一部には木造家屋が密集し未接道の宅地が残るほか、狭あいな道路や緊

急車両の進入が困難な道路も多く、防災上の課題を抱える地区でもあります。また、公園などの

オープンスペースの不足や、下水道の未整備箇所が残るなど、居住環境の改善も課題となってい

ます。そのため、これまでも取り組んできた密集市街地の再整備に引き続き取り組むとともに、

今後は、地区周辺での土地利用の変化や開発に伴う新たな課題についても対応していく必要があ

ります。

北栄地区と富士見地区については、これまでも周辺の宅地化にあわせ、一定の都市基盤施設の

整備が進められてきましたが、一部で土地利用の変化が進み人口が増加傾向にあることから、土

地利用の変化にあわせ、公園や安心して歩ける歩道の整備などの住環境の向上を図る必要があり

ます。

また、東京メトロ東西線の浦安駅周辺地区については元町地域の拠点としての充実を図るとと

もに、本市の商業や経済の核として引き続き発展するよう再整備に取り組む必要があります。

中町地域については、開発から約 40 年に及ぶ時間の経過に加え震災の影響もあり、一部の地

区では建物の更新時期を迎え、街並みにも変化が見られることから、良好な市街地環境を維持し、

次の世代へ引き継いでいけるかどうかが、今後のまちづくりの大きな課題となっています。

また、住宅を良質な状態で維持・活用していくことも求められており、住みよさや安全性を向

上させるため、適切な修繕やバリアフリー化を進めるとともに、昭和 56 年の建築基準法改正以

前に建築された住宅については、耐震性の向上を図る必要があります。

東野地区については、ここ数年、地区の一部で住宅化が進展していることから、地区の住環境

の向上を図るため、歩道や公園などの、公共施設の整備が必要となっています。

新町地域については、未利用地も残り少なくなり、開発も終盤を迎えつつあることから、残さ

れた都市基盤施設の整備を速やかに完了させる必要があります。

また、地域での日々の暮らしを豊かにするため、地域特性を活かしたまちづくりや現在の良好

な市街地環境の維持に取り組むとともに、まちの成熟にあわせた地域のコミュニティによる地域

主体のまちづくりを推進していく必要があります。

２ バランスのとれた地域の発展に取り組む具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）元町らしさを活かした再整備を推進する

元町固有の歴史や文化資源を活かした魅力あるまちづくりに取り組みます。

堀江・猫実地区と当代島地区については、土地利用や周辺の住環境の変化を捉えながら、地域

の特性に対応した再整備の方針や地域での合意形成のあり方などについて検討しながら、地域の

魅力や特色を活かしたまちづくりに取り組みます。

密集市街地の住環境の改善や防災機能の向上を図るため、新中通りとその周辺市街地の再整備

に取り組むとともに、猫実５丁目東地区密集住宅市街地整備促進事業の早期完成を目指します。

また、下水道の整備、市が買収した土地を活用した広場や避難経路の整備、街区の再整備などに

取り組みます。

幅員が４ｍに満たない狭あいな道路については、沿道の建築物の建て替えにあわせた拡幅を進

めるとともに、密集市街地の再整備にあわせた拡幅を進めます。さらに、支援制度の拡充、新た

な建築ルールづくりなど、狭あい道路や未接道宅地の解消に向けた取り組みを進めます。

北栄地区と富士見地区については、人口の増加や土地利用の変化にあわせた住環境の向上を図

るため、歩道や公園などの充実に取り組みます。

浦安駅周辺については、駅周辺の歩行空間や交通機能の改善、地域商業の振興や多様な都市機

能の導入に取り組みます。

２）中町地域の良好な市街地環境を保全する

住宅の更新時期を迎えつつある中町地域については、良好な市街地環境が維持されるよう、地

域住民やコミュニティ組織による地域主体のまちづくりを推進します。

また、地域主体のまちづくりを推進するため、まちづくりに関する住民相互の合意形成や守る

べき地域の価値の共有化に取り組みます。

住宅が良好な状態で維持されるよう、耐震化や大規模修繕などに対する市民や住宅管理組合の

取り組みを支援するとともに、市民の多様なニーズやライフステージ、ライフスタイルにあわせ

た住み替えや建て替えが進むよう支援します。

東野地区の一部で住宅化が進んでいる状況を踏まえ、歩道や広場などの整備を進めます。

少子高齢化が進んでいる地区については、人口の規模や構成の維持に配慮するとともに、高齢

者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためのまちづくりを推進します。

３）新町地域の市街地環境を育む

土地利用計画や地区計画などに沿った計画的なまちづくりを推進し、住宅供給をはじめ、商業

や業務機能などの多様な都市機能が立地する良好で個性的な、魅力ある市街地環境の形成に取り

組みます。

現在の市街地環境を守るため、適正な土地利用の維持や良好な景観形成を進めるとともに、地

域住民やコミュニティなどと連携した地域主体のまちづくりを推進します。
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地域での生活を潤いのある豊かなものとするため、地域の特徴のひとつでもある水際線の整備

や活用について、環境やレクリエーションなどの面も含め、多面的に取り組みます。

また、開発の進展に伴う人口の増加に対応した公共公益施設の整備を進めるとともに、道路や

公園、緑地など、残された都市基盤施設の早期整備に取り組みます。
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・

・

・

・

事業番号
事業名

堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業

元町地域固有の資源を活かした魅力あるまちづくりを進めるため、新橋周辺地区を拠点とし、元町地
域に点在する歴史や文化資源、水辺などとの一体感に配慮しながら、市有地を活用した広場整備や周
辺地区の修景整備などに取り組みます。また、千葉県が行っている護岸改修にあわせて、境川に隣接
する市有地を活用しながら、川沿いの歩行空間の修景整備を行います。

狭あい道路拡幅整備事業

③新中通りと周辺市街地の
整備

②居住環境の改善

猫実五丁目東地区密集住宅市街地整備促進事業

【再掲】

新中通り周辺市街地整備事業

４－２ バランスのとれた地域の発展に取り組む

新中通りとその周辺市街地の再整備については、Ｂ地区での事業完了に向け、整備を進めるととも
に、新中通り猫実地区（やなぎ通り～みなと線区間）で引き続き事業着手できるよう、周辺住民や関
係権利者との協議調整に取り組みます。

担当課

市街地開発課

まちづくり事務所

①地区のよさや課題に対応
した再整備

計画事業・主要事業名

１）元町らしさを活かした再整備を推進する

【計画事業】

①地区のよさや課題に対応した再整備

【事業体系】

事業

まちづくり事務所

道路整備課境川水辺空間整備事業

市街地開発課

建築指導課
道路管理課
道路整備課

市街地開発課

浦安駅周辺地区の様々な課題を解決するため、「浦安駅周辺まちづくり取り組み方針」に沿って、浦
安駅周辺地区再整備の全体像やステップ１地区の整備方針について検討を行います。また、事業実現
に向けて関係権利者との合意形成に取り組みます。

新橋周辺地区公園等拠点整備事業 担当課 市街地開発課
42111

事業の早期完了を目指し、猫実五丁目密集住宅市街地の整備を推進するとともに、建築物の建替えな
どの機会を捉え、狭あい道路の拡幅や市有地を活用した敷地の整序など、密集市街地の防災機能の向
上や住環境の改善に取り組みます。

新橋周辺地区公園等拠点整備事業

浦安駅周辺再整備事業 【再掲】

事業内容

元町地域の防災機能の充実や地域の資源を活かした魅力あるまちづくりを進めるため、堀江三丁目の
新橋近くにある市有地を拠点に広場整備や点在する市有地を活用した路地の修景整備を進めます。ま
た、千葉県の護岸工事と併せて記念橋の近くにある市有地を活用し、境川の歩道空間の修景整備を行
います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

周辺用地取得の検討
周辺用地取得の検討
境川（記念橋以西）修景整備の検
討

周辺用地取得の検討
路地修景整備の検討
境川（記念橋以西）修景整備
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(千円)

314,239

まちづくり事務所担当課

③新中通りと周辺市街地の整備

平成26年度 平成27年度 3か年の合計

堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業

事業完了に向け、残された区域内の公園整備に取り組みます。

年次計画

事業内容

210,613 42,778 60,848

○計画事業費

平成25年度

事業番号
事業名

42131

事業番号
事業名 浦安駅周辺再整備事業 【再掲】 担当課 市街地開発課

53111

事業内容
浦安駅周辺地区の再整備の全体像について検討します。また、ステップ１地区の核となる土地取得に取
り組んでいくとともに、ステップ１地区でのバス停の集約化や自転車駐車場の整備などについて、関係権
利者との合意形成を進めながら事業化を検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ステップ１の事業化の検討
再整備の全体計画に関する検討
ステップ１の事業化の検討

再整備の全体計画に関する検討
ステップ１の事業化の検討

事業番号
事業名

猫実五丁目東地区密集住宅市街地整
備促進事業

担当課 市街地開発課
42121

事業内容
過密市街地の防災機能や住環境の改善を図るため、事業地区中央で未整備になっている地区内道路２
-135号線や下水道などを整備します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

用地取得
道路・下水道整備（２-135号線）

仮設住宅解体
広場整備
用地管理

公園及び道路、下水道台帳の整
備
用地管理

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公園整備
登記・清算準備

区画整理登記
清算事務

事業番号
事業名 新中通り周辺市街地整備事業 担当課 まちづくり事務所

42132

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討
用地取得

協議会の設置準備
用地取得

協議会の設置
用地取得

②居住環境の改善

事業内容
新中通りの猫実地区（やなぎ通り～みなと線区間）について、猫実・堀江Ｂ地区の事業完了に伴い、引き
続き事業化が図れるよう、まちづくり協議会を設置し、周辺住民や関係権利者と協議調整を進めます。

年次計画
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建築基準法第42 条第２項に該当する幅員４ｍに満たない狭あい道路については、沿道の建築
物の建替に併せて拡幅整備を進めます。

事業内容

狭あい道路拡幅整備事業

②居住環境の改善

事業名
建築指導課/道路管理
課/道路整備課

【主要事業】

①地区のよさや課題に対応した再整備

事業名 境川水辺空間整備事業【再掲】 道路整備課

事業内容

境川Bゾーン（新橋から江川橋までの区間）、Cゾーン（江川橋から東水門までの区間）について
は、千葉県の地盤沈下対策事業として進めている護岸改修とあわせて、周辺住民や市民の憩
いの場となるよう修景整備を進めます。また、Aゾーン（西水門から新橋までの区間）について
は、千葉県と協議しながら、BゾーンやCゾーンと調和の取れた修景整備に取り組みます。
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・

・

・

・

都市計画課担当課

平成27年度

まちづくりアドバイザーの派遣
講演会の実施
支援方策の検討

平成25年度

事業番号

平成26年度

事業内容

分譲集合住宅支援事業

年次計画

良好なまちづくり支援事業 【再掲】

まちづくりアドバイザーの派遣
派遣要綱改正

事業名

まちづくりアドバイザーの派遣

41221

事業内容
地区計画や景観協定、建築協定など、地域のまちづくりのルールづくりに取り組む住民主体の活動を支
援するため、地域の活動や要望にあわせてまちづくりアドバイザーの派遣や出前講座などを行います。
また、市民のまちづくりに対する意識を高めるため、講演会の開催や新たな支援方策を検討します。

計画事業・主要事業名

【再掲】

中町地域の良好な居住環境を維持・保全するため、地区の状況に応じたまちづくりの進め方や住民の
合意形成手法について、学習機会や情報提供を行うとともに、まちづくりアドバイザーの派遣拡充な
ど支援を充実します。

宅地の液状化対策や既存建築物の耐震化などを円滑に取り組めるよう情報提供や相談を行うととも
に、新耐震基準導入前（昭和56年以前）に建設された住宅の耐震化を促進します。

都市計画課

①良好な市街地環境の保
全に地域で取り組む

戸建住宅地については、建替え時の土地の細分化防止や周辺との調和を保つように形態・意匠を制限
するなど、地区の状況に応じた建築協定や地区計画などのまちづくりルールの策定や活用を推進しま
す。

【再掲】 住宅課

担当課

２）中町地域の良好な市街地環境を保全する

【計画事業】

①良好な市街地環境の保全に地域で取り組む

【事業体系】

事業

建築指導課

良好なまちづくり支援事業

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等相談事業 【再掲】

集合住宅地については、建物の適正な維持管理や大規模修繕を促進するとともに、将来的な建替に向
けた取り組みの支援のあり方について検討します。

既存建築物耐震改修促進事業 【再掲】 建築指導課

事業番号
事業名 分譲集合住宅支援事業 【再掲】 担当課 住宅課

43211

分譲集合住宅の適正な維持・管理を促進し、良好な住環境を維持するため、管理組合や居住者を対象
としたセミナー・シンポジウムの開催、マンション管理士の派遣相談などの支援を行います。また、分譲集
合住宅の計画的な大規模修繕に対して、新たな支援を検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援方策拡充の検討

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援の拡充

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援の拡充
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47332
事業名

建築物の耐震対策や宅地の液状化対策、液状化被害を受けた傾斜家屋の復旧などの取り組みが円滑
に進められるよう、専門家による相談や出前講座を実施します。

耐震診断の補助
耐震改修の補助

耐震診断の補助
耐震改修の補助

事業名
37333

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震診断の補助
耐震改修の補助
耐震改修促進計画の改定

事業番号 既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等
相談事業

【再掲】

既存建築物耐震改修促進事業 建築指導課
事業番号

【再掲】

事業内容
昭和56年以前に建築された木造住宅、分譲集合住宅、医療施設及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震
化を促進するため、耐震診断や耐震改修工事にかかる費用の一部を助成します。また、地域防災計画
や県の耐震改修促進計画の改定を踏まえ、耐震改修促進計画を改定します。

担当課

事業内容

啓発
相談会の実施

担当課 建築指導課

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度
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・

・

・

・

・

良好なまちづくり支援事業

景観重点区域のまちづくり推進事業

景観重点区域に位置づけられている新町地域では、継続的に地域特性を活かした魅力ある景観の維持
や創出を図るため、建築行為などの規制・誘導を行うとともに、地区の状況に応じて住民主体のまち
づくりが進められるよう学習機会や情報提供など支援を行います。

第二東京湾岸道路について、整備の具体化に向け、引き続き関係機関に要望していくとともに、復
旧・復興事業の進捗に応じ関係機関と調整を図りながら、公共性や公益性などを踏まえ、暫定的な道
路用地の有効活用を図ります。

都市計画課

みどり公園課

新町地域の消防需要に対応した消防体制や救急機能の充実・強化を図るため、日の出地区に消防出張
所を整備します。

【再掲】

【再掲】

三番瀬を、環境体験学習ができ、水辺に親しめる憩いの場として活用するため、震災後の三番瀬干潟
の環境変化を踏まえ、環境学習施設の機能を再検証し、整備を進めます。また、都市部の潤いある緑
を増やすとともに高潮や津波などの被害を軽減するため、千葉県と調整しながら市民や事業者と協働
で沿岸部の緑地に絆の森を整備します。

担当課

41221

【再掲】

【再掲】

仮称日の出出張所整備事業 【再掲】

事業名 都市計画課

都市計画課

三番瀬環境学習施設整備事業②地域の魅力を高める

消防本部総務課

浦安絆の森整備事業

【計画事業】

事業番号

生涯学習課

良好なまちづくり支援事業 【再掲】

平成27年度

３）新町地域の市街地環境を育む

【事業体系】

事業

①計画的なまちづくりの推
進

計画事業・主要事業名

平成25年度

担当課

平成25年度

事業名

まちづくりアドバイザーの派遣
派遣要綱改正

①計画的なまちづくりの推進

新町地域の消防需要に対応し、消防体制の充実・強化を図るため、仮称日の出出張所を整備します。

②地域の魅力を高める

事業内容

年次計画

まちづくりアドバイザーの派遣

仮称日の出出張所整備事業 消防本部総務課【再掲】

平成26年度 平成27年度

まちづくりアドバイザーの派遣
講演会の実施
支援方策の検討

整備

地区計画や景観協定、建築協定など、地域のまちづくりのルールづくりに取り組む住民主体の活動を支
援するため、地域の活動や要望に併せてまちづくりアドバイザーの派遣や出前講座などを行います。ま
た、市民のまちづくりに対する意識を高めるため、講演会の開催や新たな支援方策を検討します。

担当課

平成26年度

事業内容

46111

事業番号

新町地域で開発が予定されている区域をコアゾーンとし、環境技術や新しい生活サービスの導入を視
野にいれた持続可能なまちづくりが進められるよう、産官学の連携により検討を進めます。

年次計画

整備
開所
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浦安の特色を有する重要な場所や住民・事業者の景観まちづくりへの意識が高まっている地区
については、地区住民や関係機関などと協議しながら、景観重点区域の指定に向けた取り組
みの検討や活動支援を行います。また、景観重点区域として位置づけている「新浦安駅周辺地
区」と「新町地域」については、今後も積極的に地域特性を活かした魅力ある景観づくりを進め
るため、建築行為などの規制・誘導を図ります。

都市計画課

①計画的なまちづくりの推進

事業内容

事業名

【主要事業】

平成25年度

整備（日の出地区）
設計（日の出地区）

整備（日の出地区）
設計

景観重点区域のまちづくり推進事業【再掲】事業名

事業番号

33111

事業番号

生活に憩いや潤いを与えてくれる緑を増やすとともに、海からの強風や潮風を和らげ、高潮や津波発生
時の被害軽減を図るため、液状化現象に伴い発生した噴出土砂を活用しながら、市民や事業者と協働で
沿岸部の緑地に絆の森を整備します。

実施設計の見直し

担当課

平成25年度

浦安絆の森整備事業 【再掲】

33211
三番瀬環境学習施設整備事業

震災後の三番瀬干潟の環境変化を踏まえ、環境学習施設の機能や役割を再検討し、市民が憩い、環境
を学ぶことができる場として整備を進めます。

年次計画

事業名

みどり公園課

生涯学習課

整備方針の決定

【再掲】

事業内容

事業内容

平成26年度

年次計画

平成27年度

整備（高洲地区）

平成26年度

平成27年度

担当課
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現状と課題

本市は、公有水面埋立事業により市域を拡大し、埋立地の計画的な開発により住宅都市として

発展してきました。これまでに、都市再生機構や民間の開発事業者などによる分譲を中心とした

大規模な集合住宅の建設や戸建住宅地開発が進められ、良好な市街地環境が形成されました。

しかし、東日本大震災に伴う液状化現象による地盤沈下により、多くの戸建住宅や集合住宅が

被災しました。被災した住宅の再建や被災者の生活再建と安定を図るため、継続的な支援が求め

られています。

元町地域は、震災による液状化被害はありませんでしたが、安全で安心して暮らせるよう、密

集市街地の住環境の改善や防火性の向上が求められています。今後は、震災からの復興を推進し

ていく上でも、福祉や防災、防犯、環境といった視点も含めた、本市の特性を捉えた住宅施策を

総合的に展開していく必要があります。

昭和 40年代後半から 50年代前半にかけて計画的に住宅開発が進められた地区については、開

発から 40 年以上が経過し建物の更新時期を迎えており、土地利用の混在や宅地の細分化など、

街並みに変化が見られることから、今後も現在の住環境を維持向上していくことが求められてい

ます。

住民の高齢化が進んでいる地区については、住宅のバリアフリー化のほか、高齢者が地域でい

つまでも元気に暮らしていくための環境づくりや、地区の人口構成を維持向上していくための取

り組みが求められています。

また、住宅を良好な状態で引き続き維持するとともに、ライフスタイルやニーズに応じて住み

続けられるよう、良好で多様な住宅ストックの形成とその活用が求められています。

さらに、住宅の防犯性能の向上や環境対応など、社会状況の変化に対応した住宅の質的向上を

図るとともに、昭和 56 年の建築基準法改正以前に建築された住宅については、耐震性の向上を

図る必要があります。

本市には、これまでの都市の形成過程から中町地域と新町地域を中心に、計画的に開発された

大規模な集合住宅団地が数多くあります。このような集合住宅をまちの特性のひとつとして捉え、

まちづくりのなかに活かしていく必要があります。

住宅管理組合や自治会など、集合住宅を基礎的な単位としたコミュニティが、防犯や防災、緑

化など、さまざまな分野で地域の課題に取り組んでいることから、住民主体の地域活動をより一

層活性化するとともに、コミュニティが地域の力として、地域の他の組織や団体、行政などと連

携しながら、地域の課題に主体的に取り組んでいくことが求められています。

また、集合住宅を適正に管理し良好な住環境を維持していくため、住民による管理の質を高め

ていく必要があります。特に、小規模な分譲集合住宅については、住宅管理組合の機能の向上を

図る必要があります。さらに、建設から 30 年前後経過している分譲集合住宅については、将来

に渡って良好な住宅ストックとなるよう、長寿命化などの支援のあり方について、検討していく

必要があります。

３ 安心して暮らせる住生活を創造する具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）住環境の整備に総合的に取り組む

良好な街並みの形成や維持保全、密集市街地の改善、住宅地の耐震・液状化対策などにより、

誰もが安心できる良好な住環境の整備を目指します。

地域の住環境の維持及び向上を図るため、地域全体の取り組みを支援します。また、良好な住

宅ストックを形成するため、スマートハウスなど環境に配慮した住宅や長期優良住宅などの情報

提供や普及啓発に取り組みます。

バランスの取れた人口構成を維持しながらまちの活力を育むため、多様な世代がライフスタイ

ルやニーズに応じて暮らせるよう、良質な住まいづくりや住宅市場と連携した取り組みを推進し

ます。

２）集合住宅の課題に取り組む

分譲集合住宅の適正な管理を促進していくため、管理組合の活動を支援するとともに、将来の

建て替えや長寿命化対策などの支援策について、関係機関や関係団体と協力しながら検討します。

また、小規模な分譲集合住宅や賃貸集合住宅の管理の質的向上を支援し、地域の住環境の向上

を図ります。

地域福祉など地域の課題を解決していくため、管理組合や自治会などのコミュニティによる地

域主体の取り組みを支援していきます。

３）住生活の再建に取り組む

被災した住宅などの再建や被災者の生活再建と安定を図るため、住宅の復旧や液状化対策に関

する情報提供や専門家による相談を行うとともに、国や千葉県と連携して補助金の給付や資金貸

付などの支援を行います。
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・

・

・

・

・

・

・

【再掲】
建築指導課
道路管理課
道路整備課

浦安エコホーム事業 【再掲】 環境保全課

都市計画課

建築指導課

建築指導課

新たな住宅開発においては、敷地面積の規模や緑地の確保、周辺と調和した景観の形成など良好な住
環境やまちなみの形成を行います。

住宅からの環境負荷を低減するため、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーなどの活用や普
及など、環境に配慮した住まいづくりを推進します。

長期にわたり、良好に使用できる住宅整備を促進するため、長期優良住宅の認定制度や住宅性能表示
制度などの普及・啓発を図ります。

②多様な住宅ニーズへの
対応

景観計画運営事業 【再掲】 都市計画課

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等相談事業

狭あい道路拡幅整備事業

【再掲】

４－３ 安心して暮らせる住生活を創造する

【再掲】 都市計画課

既存建築物耐震改修促進事業 【再掲】

担当課

良好なまちづくり支援事業

開発指導事業

１）住環境の整備に総合的に取り組む

①良好な住環境を守る

計画的に開発された戸建住宅地や集合住宅地における良好な住環境の維持保全を図るため、地区計画
などの地区ごとのルールづくりを支援します。また、まちづくり協定など柔軟なルールづくりの仕組
みや住民主体のまちづくりを支える支援体制の確立など住民主体の取り組みを支援します。

過密市街地では、狭あい道路の拡幅整備や防火性能の高い建築物への建替促進など、住宅地の防災・
居住環境の向上・改善を促進します。

【計画事業】

①良好な住環境を守る

【事業体系】

事業

子育て世帯や高齢者世帯など、世帯のライフステージに対応した住まい方ができるよう、（社）移
住・住み替え支援機構（ＪＴＩ）と連携しながら、情報提供や相談窓口など住まいに関する情報の提
供を推進します。

住工複合ゾーンにおける住環境と事業環境が調和した住環境を維持できるよう、地区住民などを含
め、望ましい地区環境のあり方を検討します。

計画事業・主要事業名

【再掲】

事業番号
事業名 良好なまちづくり支援事業 【再掲】 担当課 都市計画課

41221

事業内容
地区計画や景観協定、建築協定など、地域のまちづくりのルールづくりに取り組む住民主体の活動を支
援するため、地域の活動や要望にあわせてまちづくりアドバイザーの派遣や出前講座などを行います。
また、市民のまちづくりに対する意識を高めるため、講演会の開催や新たな支援方策を検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

まちづくりアドバイザーの派遣
講演会の実施
支援方策の検討

まちづくりアドバイザーの派遣
派遣要綱改正

まちづくりアドバイザーの派遣

安全で安心して住み続けられる住宅機能を確保するため、宅地の液状化対策や既存建築物の耐震化な
どを円滑に取り組めるよう情報提供や相談を行うとともに、新耐震基準導入前（昭和56年以前）に建
設された住宅の耐震化を促進します。
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②多様な住宅ニーズへの対応

事業番号
事業名

事業番号
事業名 景観計画運営事業 【再掲】 担当課 都市計画課

35111

事業内容

景観法や景観条例に基づき、景観に与える影響が大きい一定規模以上の建築行為などについて、事前
協議や届け出を義務付け、規制や誘導を行います。また、景観上重要な資源については、景観重要建造
物・樹木などに指定し、保存や活用を進めます。
市民の景観形成に対する理解や関心を深めるため、パンフレットの発行や講演会の開催するとともに、
良好な景観形成に寄与する個人・団体を表彰します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

規制・誘導
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施

規制・誘導の評価手法の検討
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施

規制・誘導のフォローアップ調査
景観重要建築物などの指定や認
定
パンフレット発行、講演会・表彰の
実施

既存建築物耐震改修促進事業 【再掲】 担当課 建築指導課
47332

事業内容
昭和56年以前に建築された木造住宅、分譲集合住宅、医療施設及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震
化を促進するため、耐震診断や耐震改修工事にかかる費用の一部を助成します。また、地域防災計画
や県の耐震改修促進計画の改定を踏まえ、耐震改修促進計画を改定します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震診断の補助
耐震改修の補助
耐震改修促進計画の改定

耐震診断の補助
耐震改修の補助

耐震診断の補助
耐震改修の補助

事業番号
事業名

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等
相談事業

【再掲】 担当課 建築指導課
37333

事業内容
建築物の耐震対策や宅地の液状化対策、液状化被害を受けた傾斜家屋の復旧などの取り組みが円滑
に進められるよう、専門家による相談や出前講座を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

事業番号
事業名 浦安エコホーム事業 【再掲】 担当課 環境保全課

31321

事業内容
太陽光発電システムなどの省エネルギー・再生可能エネルギーなどの設備を住宅に設置した市民に対し
て、設置費用の一部を補助します。また、再生可能エネルギーなどの利用を促進するため、機器の普及
や技術革新の状況を踏まえ、新たな支援を検討し、実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

補助（太陽光発電システム・雨水
貯留タンク）
制度拡充の検討

補助 補助
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良好な生活環境を保全するとともに、計画的なまちづくりを推進するため、一定規模以上の宅
地開発や中高層建築物の建設については、浦安市宅地開発事業等に関する条例に基づき適
切に指導します。

事業内容

【主要事業】

開発指導事業【再掲】

①良好な住環境を守る

事業名 都市計画課

事業内容
建築基準法第42 条第２項に該当する幅員４ｍに満たない狭あい道路については、沿道の建築
物の建替に併せて拡幅整備を進めます。

②多様な住宅ニーズへの対応

事業名 狭あい道路拡幅整備事業【再掲】
建築指導課/道路管理
課/道路整備課
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・

・

・

(千円)

732 1,929 1,929 4,590

事業内容

住宅課

マンションの適正な維持・管理を促進し、良質な住宅の確保と良好な住環境を形成するため、
マンションみらいネットに登録している管理組合に対し、更新に要した費用を助成します。

事業名 マンションみらいネット更新費用助成事業

平成25年度 平成26年度 平成27年度

２）集合住宅の課題に取り組む

【計画事業】

①集合住宅の適正な維持管理に取り組む

【事業体系】

事業

3か年の合計

計画事業・主要事業名

事業内容
高齢者の身近な生活相談や健康相談、安否確認などを行い、孤立化を回避するための支援員
などを配置するマンション管理組合に対し、経費の一部を助成します。

事業名

○計画事業費

住宅課担当課

高齢者あんしんマンションライフ支援事業

①集合住宅の適正な維持管理に取り組む

分譲集合住宅支援事業

高齢者支援課

【主要事業】

高齢者支援課高齢者あんしんマンションライフ支援事業

事業番号
事業名

43211

事業内容

担当課

集合住宅の良好な住環境の維持保全には欠かすことのできない住民の主体的な維持管理活動を促進す
るため、セミナーやシンポジウムの開催、専門家による派遣相談の実施など、管理組合や居住者を対
象とした学習機会や情報提供の充実に取り組みます。また、マンションの適正な維持管理を促進する
ため、マンションみらいネットに登録している管理組合に対し、更新費用の助成を行います。

管理組合の活動を通して住民間の交流を促すなど、高齢者の方が安心して住むことができるような、
地域コミュニティの強化を支援します。

集合住宅を、長く住み続けることができる良質な住宅ストックとするため、管理組合による計画的な
修繕を支援します。

住宅課

住宅課

分譲集合住宅支援事業

マンションみらいネット更新費用助成事業
①集合住宅の適正な維持
管理に取り組む

分譲集合住宅の適正な維持・管理を促進し、良好な住環境を維持するため、管理組合や居住者を対象と
したセミナー・シンポジウムの開催、マンション管理士の派遣相談などの支援を行います。また、分譲集
合住宅の計画的な大規模修繕に対して、新たな支援を検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援方策拡充の検討

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援の拡充

セミナー・シンポジウムの開催
マンション管理士の派遣
支援の拡充
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事業 計画事業・主要事業名 担当課

建築指導課既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等相談事業 【再掲】

住宅課

被災分譲集合住宅ライフライン補修補助金交付事業
災害復興生活
支援プロジェクト

千葉県液状化等被害住宅再建支援事業
災害復興生活
支援プロジェクト

被災者住宅等再建支援利子補給金交付事業

浦安市液状化等被害住宅再建支援事業

被災者住宅等再建支援利子補給金交付事業

３）住生活の再建に取り組む

東日本大震災により被災した戸建住宅の再建を図るため、被災者生活再建支援法に基づく支援金、県
や市の独自支援補助金の支給、資金貸付、利子補給などの支援を引き続き行います。

沈下や傾斜した住宅の修復工法や地盤改良に関する有効な情報提供や専門家による相談を行います。

東日本大震災によりライフラインに被害を受けた分譲集合住宅の管理組合に対して、市独自の補助金
の支給や利子補給などの支援を引き続き行います。

【事業体系】

事業番号
事業名

37333

住宅課

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等
相談事業

平成26年度 平成27年度

啓発
相談会の実施

事業名 千葉県液状化等被害住宅再建支援事業

事業内容
東日本大震災に伴う地盤被害により、国の支援金の対象とならない戸建て住宅に被害を受け
た世帯などのうち、地盤復旧、補修または解体工事を行った世帯などに補助金を交付します。

災害復興生活
支援プロジェクト

事業内容

分譲集合住宅共用部分復旧工事資金利子補給金交付事業

建築物の耐震対策や宅地の液状化対策、液状化被害を受けた傾斜家屋の復旧などの取り組みが円滑
に進められるよう、専門家による相談や出前講座を実施します。

【再掲】 担当課 建築指導課

①住宅やライフラインの修
復に取り組む

①住宅やライフラインの修復に取り組む

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

年次計画

住宅課

災害復興生活支援プロジェクト

【計画事業】

平成25年度

【主要事業】

①住宅やライフラインの修復に取り組む

事業名 浦安市液状化等被害住宅再建支援事業 災害復興生活支援プロジェクト

事業内容
東日本大震災により、所有する戸建て住宅に被害を受けた世帯などのうち、地盤復旧、補修ま
たは建て替え工事を行った世帯などに国の支援金または県の補助金に上乗せして補助金を交
付します。

事業内容
東日本大震災に伴う被害により、り災証明を受けた戸建住宅の所有者や居住者などを対象
に、被災した住宅などの再建のために金融機関から融資を受けた借入金の支払利息について
利子補給を行います。

事業名
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東日本大震災に伴う被害により、り災証明や被災証明を受けた分譲集合住宅の管理組合を対
象に、被災した敷地・共用部分のライフラインの復旧工事を行うために金融機関から融資を受
けた借入金の支払利息について利子補給を行います。

事業内容

事業名

事業名 分譲集合住宅共用部分復旧工事資金利子補給金交付事業 住宅課

事業内容
東日本大震災により、敷地・共用部分のライフラインに被害を受けた分譲集合住宅について、
当該ライフラインの補修工事を行った管理組合に補助金を交付します。

被災分譲集合住宅ライフライン補修補助金交付事業 災害復興生活支援プロジェクト
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現状と課題

本市では、公有水面埋立事業にあわせ、都市の骨格となる道路網の整備が進められ、都市計画

道路を中心とした現在の道路ネットワークが形成されました。また、中町地域と新町地域につい

ては、公有水面埋立事業に続く市街地整備や住宅開発のなかで、地区内の幹線道路や生活道路の

整備が進められたことから、一部の都市計画道路を除き、概ね一定の水準で整備されています。

その一方で、東日本大震災に伴う液状化により、多くの道路で陥没や損壊などの被害を受けた

ほか、一部の道路では宅地との境界にずれが生じました。そのため、今後は未整備の都市計画道

路の整備を進め、自動車交通の円滑化を図るとともに、被災の程度や交通量、周辺市街地の状況

などを踏まえ、地区の特性にあわせた効果的な道路の復旧や整備、改良を進めていく必要があり

ます。

また、元町地域については、新中通りの整備や狭あいな道路の拡幅など、密集市街地の再整備

にあわせた取り組みを進める必要があります。

道路環境の改善については、歩行者や自転車が安全で快適に移動できるよう、市内の道路網や

道路体系を整理・構築していくなかで、歩行者や自転車に配慮したやさしい道づくりを進めてい

く必要があります。また、移動のための空間としてだけではなく、防災機能や環境性能の向上、

景観に対する配慮、さらには、それぞれの地域が持つまちの個性を活かした整備など、さまざま

な機能や要素を含めた道路空間の総合的な整備が必要です。

交通安全については、現在、全国的に交通事故が減少傾向にあり、千葉県も減少傾向にあるも

のの、依然として全国的に高い水準で推移しています。本市においても東京ディズニーリゾート

や鉄鋼団地が立地していることから、幹線道路を中心に市外からの車両や大型車の通行が多く、

交通事故の要因のひとつとなっています。今後も、より一層交通安全対策の充実を図るとともに、

交通事故の防止に向け市や警察、関係機関、市民が一体となって取り組む必要があります。

特に、本市では、自転車が関係した交通事故の割合が比較的高いほか、ここ数年は高齢者が関

係する交通事故も増加傾向にあります。

そのため、こどもや高齢者、自転車利用者などのいわゆる交通弱者の交通安全対策を充実する

とともに、信号機の設置や改良、交差点の改良や自転車走行空間の安全性の向上など、道路交通

環境の改善を進める必要があります。

路上駐車問題については、平成 18 年６月に道路交通法が改正され、警察による路上駐車の取

り締まり方法が変更されたことから、市内の幹線道路については、路上駐車が大幅に減少してい

ます。今後も現在の状況が維持されるよう、これまでの取り組みを継続するとともに、状況がさ

らに改善されるよう、取締りの強化を警察に要請していく必要があります。

４ 地域をつなぐ道路網の充実に取り組む具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）安全・安心で快適な道路網を整備する

改善すべき課題を地域ごとに整理し、体系的・計画的な道路整備を推進します。

円滑な自動車交通を確保するための自動車交通ネットワークの整備に向け、市内の道路体系と

の整合や周辺環境への配慮などについて検証しながら、状況の変化を踏まえた都市計画道路の整

備を推進します。

堀江東野線（都市計画道路３・１・２号）については、東京都側から流入してくる自動車交通

の処理や接続する市内の道路体系への影響、周辺の市街地環境への影響などに配慮しながら、整

備に向けた検討を進めるとともに、整備の時期や主体などについて千葉県と協議を進めます。

また、国道 357 号の交通渋滞の緩和を図るため、国が進めている３種道路の整備や舞浜交差点

の早期立体化を促進します。

第二東京湾岸道路については、周辺の市街地環境に十分配慮したものとなるよう、関係機関と

協議を行いながら整備を促進します。

元町地域については、新中通りの整備や狭あいな道路の拡幅、地域の特性を活かした道路環境の

整備に取り組みます。中町・新町地域については、街区面積基本ラインをもとに地区住民と調整

しながら被災した道路の復旧を進めます。また、今後の震災に備え、復旧工事と併せて主要な幹

線道路の液状化対策に取り組みます。

歩行空間のバリアフリー化を推進するとともに、歩行者や自転車がともに安全・安心で快適に

通行できる道路環境の改善に取り組みます。

また、交通安全や景観に配慮しながら、周辺の交通量やまちづくりにあわせた道路の整備や改

良に取り組むとともに、道路や橋りょうの計画的で効率的な維持管理を行います。

２）交通安全対策を充実する

安全で快適な交通環境の創出に向け、交通安全に関する諸施策を警察などの関係機関や市民、

事業者などと連携して推進します。

こどもや高齢者、自転車利用者などの交通弱者の交通安全対策を充実するとともに、信号機の

設置や改良、交差点や自転車走行空間の整備による安全性の向上など、道路交通環境の改善に取

り組みます。

交通事故の防止に向けた交通安全意識の普及啓発や交通安全教育を警察などの関係機関の協

力を得ながら推進します。また、市民や事業者など幅広い層の参加を得て、地域ぐるみの交通安

全運動を積極的に展開します。

さらに、交通事故の防止や交通秩序の維持に重点を置いた取り締まりの強化を警察に要請する

とともに、路上駐車対策については、道路交通法の改正による状況の変化を踏まえた取り組みを

警察などの関係機関と連携しながら推進します。
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・

・

・

・

・

・

街路灯ESCO事業

①自動車交通ネットワークの整備

【計画事業】

事業番号

④道路施設の適正な維持
管理

道路整備課

都市政策課

【再掲】

担当課

【再掲】

橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業

③道路環境の改善

道路等復旧事業

幹線道路液状化対策事業 【再掲】

道路冠水対策事業 【再掲】

１）安全・安心で快適な道路網を整備する

【事業体系】

事業

４－４ 地域をつなぐ道路網の充実に取り組む

第二東京湾岸道路予定地は、道路整備の具体化に向け、引き続き関係機関に要望していくとともに、
公共性・公益性などを考慮しながら、道路用地の暫定的な活用を関係機関と協議を行いながら図って
いきます。

新中通りの猫実地区（やなぎ通り～みなと線区間）については、主要な生活道路の整備に向けた協議
や調整を行います。また、防災性の向上や住環境の改善を図るため、沿道の建築物の建替や密集市街
地の再整備に併せて、幅員４ｍ未満の狭あい道路の拡幅を進めます。

橋りょうの機能維持・向上、ライフサイクルコストの最小化を図るため、長寿命化・耐震化を進めま
す。またＥＳＣＯ事業を活用した街路灯の更新に取り組み、環境やコスト削減に配慮した適切な維持
管理を行います。

計画事業・主要事業名 担当課

市内の道路ネットワークの充実や道路渋滞を緩和するため、港地区と鉄鋼通り地区を接続する道路を
整備するとともに、国が進めている国道357号東京湾岸道路の３種道路整備や舞浜交差点の立体化を促
進します。

道路等復旧関連事業

【再掲】

港・鉄鋼通り接続道路整備事業

【再掲】 道路整備課

まちづくり事務所

道路整備課

②まちづくりや地域の特性
にあわせた道路整備の推
進

新中通り周辺市街地整備事業

国道357号東京湾岸道路立体整備促進事業 都市政策課①自動車交通ネットワーク
の整備

道路整備課

道路整備課

道路整備課

44111

事業内容
国道357号東京湾岸道路の渋滞を緩和するため、国が進めている舞浜交差点から浦安インターまでの区
間における３種道路の整備や舞浜交差点の立体化を促進します。

事業名
国道357号東京湾岸道路立体整備促進
事業

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

協議
調整

整備 整備

今後の震災に備え、震災で被害のあった中町・新町地域の主要な幹線道路や駅前広場から、元町地域
へと液状化対策を展開していきます。また、生活道路の復旧は周辺住民との合意形成を進め、道路高
の確定や地籍調査を行いながら段階的に進めます。

狭あい道路拡幅整備事業 【再掲】
建築指導課
道路管理課
道路整備課

道路冠水が発生している地区の被害を軽減するため、雨水を貯められる地下貯留施設を設置します。

【再掲】

道路管理課
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事業内容
今後の震災に備え、緊急避難路に指定されている主要幹線道路や新浦安駅前広場、舞浜駅前広場の液
状化対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

主要幹線道路の液状化対策（中
町地域・新町地域）
駅前広場の液状化対策（新浦安
駅・舞浜駅）

主要幹線道路の液状化対策（元
町地域）

事業名 幹線道路液状化対策事業 【再掲】 担当課 道路整備課
47315

事業番号

②まちづくりや地域の特性にあわせた道路整備の推進

事業内容
下水道施設やガス・水道などの企業が行うライフライン施設の復旧工事と調整を図りながら、市が管理す
る道路の復旧工事を行います。

事業番号

事業番号
事業名 道路等復旧関連事業 【再掲】 担当課 道路整備課

47314

③道路環境の改善

事業番号
事業名 港・鉄鋼通り接続道路整備事業 担当課 道路整備課

44112

事業内容
港地区及び鉄鋼通り地区の車両通行を円滑にするとともに、中央公園通りへの大型車両の流入を抑制
し、周辺の交通負荷の軽減や住環境の保全を図るため、港地区と鉄鋼通り地区を接続する道路を整備し
ます。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

協議・調整
整備

供用開始

事業番号
事業名 新中通り周辺市街地整備事業 【再掲】 担当課 まちづくり事務所

42132

事業内容
新中通りの猫実地区（やなぎ通り～みなと線区間）について、猫実・堀江Ｂ地区の事業完了に伴い、引き
続き事業化が図れるよう、まちづくり協議会を設置し、周辺住民や関係権利者と協議調整を進めます。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討
用地取得

協議会の設置準備
用地取得

協議会の設置
用地取得

事業名 道路等復旧事業 【再掲】 担当課 道路整備課
47313

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

復旧工事 復旧工事 復旧工事

道路の復旧や液状化対策を早期に実施するため、道路等復旧事業に関連する住民調整や設計、工事な
どを行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設計
空洞等補修工事

設計
空洞等補修工事

設計
空洞等補修工事

事業内容
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(千円)

事業名 狭あい道路拡幅整備事業
建築指導課/道路管理
課/道路整備課

事業内容
建築基準法第42 条第２項に該当する幅員４ｍに満たない狭あい道路については、沿道の建築
物の建替に併せて拡幅整備を進めます。

【主要事業】

②まちづくりや地域の特性にあわせた道路整備の推進

事業内容
異常気象に伴う極地的な集中豪雨により道路冠水が発生している弁天地区、東野地区、舞浜地区の被
害を軽減するため、一時的に雨水を貯められる地下貯留施設を設置します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設置（弁天地区）
設計（東野地区）

設置（東野地区）
設計（舞浜地区）

設置（舞浜地区）

事業番号
事業名 道路冠水対策事業 【再掲】 担当課 道路整備課

47211

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

126,000 12,600 135,450 274,050

○計画事業費

④道路施設の適正な維持管理

事業内容
効率的なエネルギー利用を図るとともに、老朽化した施設の更新や電気料金などの維持管理コストの縮
減を図るため、ＥＳＣＯ事業による街路灯の更新について検討・実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

調査
検討

実施 実施

事業番号
事業名 街路灯ＥＳＣＯ事業 【再掲】 担当課 道路整備課

31324

事業内容
市が管理する橋りょうの適切な維持管理やライフサイクルコストの最小化を図るため、計画的な修繕を行
います。また、東日本大震災後に改訂された道路橋示方書を踏まえ、本市の橋りょう耐震化に対する考
え方を見直し、緊急輸送路に架かる主要な橋りょうの耐震化対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震対策推進計画の策定
長寿命化対策の設計

長寿命化対策の設計
長寿命化対策の実施

事業番号
事業名 橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業 【再掲】 担当課 道路整備課

47316
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・

・

・

・

・

２）交通安全対策を充実する

交通規制標識や信号機などを管理する浦安警察署と連携し、整備促進を図るとともに、道路反射鏡、
路面標示など交通安全施設の充実を図ります。

歩行者・自転車が安全・快適に通行できる歩行者・自転車ネットワークの形成が図れるよう、通行区
分の視覚的分離、誘導などを含め、自転車通行空間の整備に取り組みます。

放置自転車の防止や自転車の運転マナーの向上をはじめとする交通安全の意識の高揚を図るため、引
き続き、交通安全の普及・啓発活動などを市民や関係機関との協働により取り組みます。

自転車利用者に対する交通ルールの遵守やマナーの向上を図るため、自転車運転マナーの啓発や自転
車安全利用のＰＲに取り組みます。

また、一定規模以上の住宅や商業施設、業務施設などの開発については、宅地開発事業などに関する
条例に基づき、事業者に対して必要な自転車及び自動車駐車場の整備を指導します。

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名 担当課

①交通安全施設の充実
自転車通行空間整備事業 【再掲】 交通安全課

交通安全施設整備事業 交通安全課

②交通安全意識の普及

自転車安全利用推進事業 交通安全課

交通安全運動実施事業 交通安全課

交通安全教育事業 交通安全課

【計画事業】

①交通安全施設の充実

事業番号
事業名 自転車通行空間整備事業 【再掲】 担当課 交通安全課

45221

事業内容
自転車による交通事故の防止を図るため、国と警察庁が策定した「安全で快適な自転車利用環境創出
ガイドライン」を踏まえ、市域全体の歩行者・自転車ネットワークの形成が図れるよう、通行区分の視覚
的分離、誘導などを含め、関係機関と調整しながら自転車通行空間を整備します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討 実施 実施

【主要事業】

①交通安全施設の充実

事業名 交通安全施設整備事業 交通安全課

事業内容 浦安警察署と連携し、道路反射鏡や路面標示など交通安全施設の充実に取り組みます。

②交通安全意識の普及

事業名 自転車安全利用推進事業 交通安全課

事業内容
自転車安全利用指導員を中心に、関係団体などと連携し、自転車の運転マナーや安全利用
のＰＲを行い、自転車の安全利用に対する普及・啓発を図ります。
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事業内容
交通安全教室、自転車交通安全教室を開催し、幼少期より年齢層に合わせた交通安全教育
を段階的に実施します。また、市内中学生などを対象に、スケアード・ストレイト教育技法（恐怖
直視型教育技法）を活用した自転車交通安全教室を開催します。

事業名 交通安全運動実施事業 交通安全課

事業内容
浦安警察署や交通安全協会などの団体と連携し、交通安全運動期間中（春・夏・秋・冬）や毎
月、各種啓発活動を行い、交通安全のルールやマナーを広く市民にＰＲします。

事業名 交通安全教育事業 交通安全課
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現状と課題

本市には、公共交通機関として鉄道２社２路線とバス３社 29 路線があるほか、モノレール１

社１路線があり、鉄道とバスは市民生活を支える重要な交通機関であり、モノレールは、アーバ

ンリゾートゾーン内の主要な交通機関となっています。

鉄道輸送については、今後も人口の増加が見込まれることから、引き続き、通勤や通学時の混

雑緩和や利便性の向上に向け、輸送力の増強と鉄道網のさらなる充実が必要です。

バス交通については、鉄道３駅を中心としたバス路線網が一定の水準で整備されており、市民

生活に最も身近な公共交通機関として、通勤や通学をはじめ、買い物や通院など、多くの市民に

利用されています。また、今後の人口の増加や公共交通の利用促進により、バス交通に対する需

要も、年々、拡大していくものと予想されます。

しかし、その一方で、浦安駅周辺ではバス停留所が分散しており、現状でも利用者が不便を感

じています。新浦安駅や舞浜駅では、バス路線の充実に伴い、バスターミナルが過密化していま

す。

また、高齢者や障がい者、こどもなどの交通弱者の移動性の向上も課題であるほか、バスの乗

り継ぎの円滑化や運行時間の延長、定時性の確保なども求められており、これらの課題に総合的

に取り組む必要があります。

おさんぽバス (コミュニティバス) については、医療センター線と舞浜線の運行により当初の

目的は達成していることから、今後はサービスや利便性の向上に取り組む必要があります。

本市では、通勤や通学、買い物など生活のさまざまな場面で、多くの市民が自転車を利用して

います。これは、本市の地形が概ね平坦であることに加え、市域が 16.98ｋ㎡とコンパクトで居

住地から駅までの距離も近く、自転車利用に適した環境にあるためで、自転車は手軽で便利な交

通手段として、幅広い年齢層の市民に利用されています。

また、最近では、地球温暖化防止や自動車排気ガスの排出抑制など、環境に関する市民の関心

の高まりから、環境にやさしい交通手段として、利用が高まっています。

本市では、こうした状況を捉え、これまでも市内の鉄道３駅周辺に自転車駐車場を整備してき

ました。今後も住宅開発に伴う人口の増加が見込まれることから、民間事業者の取り組みも含め

たさらなる自転車駐車場の整備、利用率や利用者の利便性の向上に取り組む必要があります。

また、自転車は、移動するための手段としてだけではなく、余暇活動や健康づくりなど、幅広

い目的で利用されていることから、日常生活のなかで自転車を利用して円滑に移動するための道

路環境の整備や、海と河川に囲まれた特徴を活かした自転車利用環境の整備など、自転車利用を

進めるための環境づくりが求められています。

駅周辺での放置自転車については、ここ数年、減少傾向にありますが、放置自転車の発生は、

利用者の意識の問題でもあることから、放置自転車を防止するための利用者のマナーの向上に向

けた意識啓発がより一層必要となっています。

５ 地域を結ぶ都市の交通環境を整える具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）地域を結ぶ公共交通網を充実させる

今後のまちづくりにあわせた公共交通のあり方について検討し、本市の公共交通が抱える様々

な課題に総合的に対応します。

バス交通については、鉄道３駅を中心とした現在のバス路線網に加え、駅と駅を結ぶ路線の充

実や市民ニーズにあわせた路線の設定など、バス路線のさらなる充実や再編に取り組みます。

鉄道輸送については、鉄道網のさらなる充実や安全性、快適性の向上、輸送力の増強を関係機

関に要請していくとともに、駅利用者の利便性の向上を図るため、復旧事業と併せて駅前広場や

駅周辺の歩行空間のバリアフリー化や交通結節機能の充実に取り組みます。

２）自転車利用環境を整える
自転車や歩行者にやさしく、環境に配慮したまちづくりを推進するため、安全で快適な自転車

利用環境の整備に取り組みます。

河川や海岸沿いの緑地を活用して、サイクリングやジョギング、散歩などが楽しめる自転車利

用環境の整備を進めます。

自転車利用者の増加に対応するため、駅周辺での自転車駐車場の整備を推進するとともに、自

転車駐車場の利用率や利用者の利便性の向上を図るため、市民ニーズにあわせた自転車駐車場の

運営や利用方法の改善に取り組みます。

また、駅周辺での放置自転車対策として、利用者のマナーの啓発や放置自転車の撤去に努めま

す。
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・

・

・

４－５ 地域を結ぶ都市の交通環境を整える

担当課

都市政策課

都市政策課

①バスや鉄道などの公共
交通網の充実

鉄道輸送については、輸送力の増強や混雑の緩和対策について関係機関に要望します。また、ＪＲ京
葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互乗り入れによる鉄道網の充実や、京葉線の悪天候時にお
ける円滑な運行の確保など、鉄道事業者や関係機関に要望します。

【主要事業】

コミュニティバス運行事業

①バスや鉄道などの公共交通網の充実

事業名

おさんぽバス医療センター線と舞浜線の２路線を運行します。事業内容

１）地域を結ぶ公共交通網を充実させる

現在のバス路線網に加え、拠点間の路線の充実や市民ニーズに合わせた路線の設定など、きめ細かな
バス路線の構築に向けてバス事業者と協議します。また、利便性の向上や定時性の確保などについ
て、バス事業者と検討します。

おさんぽバス医療センター線と舞浜線の継続的な運行に取り組むとともに、利用者の利便性向上を図
ります。

コミュニティバス運行事業

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名
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・

・

・

・

(千円)

担当課

交通安全課

交通安全課

交通安全課

②自転車利用環境の整備

みどり公園課②自転車利用環境の整備

自転車通行空間整備事業

自転車駐車場管理運営事業

事業内容
生活に憩いや潤いを与えてくれる緑を増やすとともに、海からの強風や潮風を和らげ、高潮や津波発生
時の被害軽減を図るため、液状化現象に伴い発生した噴出土砂を活用しながら、市民や事業者と協働
で沿岸部の緑地に絆の森を整備します。

浦安絆の森整備事業 【再掲】

【再掲】

33111

事業番号
事業名

平成27年度

放置自転車対策事業

浦安絆の森整備事業 【再掲】 担当課 みどり公園課

２）自転車利用環境を整える

【計画事業】

【事業体系】

事業

①駅周辺での自転車問題
に取り組む

計画事業・主要事業名

放置自転車の減少を図るため、関係機関との連携や地域と協力しながら啓発活動を行い、自転車利用
者のマナー向上に取り組むとともに、適切な自転車駐車場の管理運営に取り組みます。

舞浜海岸や新町地域の水際線でサイクリングやジョギングのできる緑地整備に取り組みます。

歩行者・自転車が安全・快適に通行できる歩行者・自転車ネットワークの形成が図れるよう、通行区
分の視覚的分離、誘導などを含め、自転車通行空間の整備に取り組みます。

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

0 8,715 11,970 20,685

整備（日の出地区）
設計（日の出地区）

整備（日の出地区）
設計

事業番号
事業名 自転車通行空間整備事業 交通安全課担当課

平成25年度 平成26年度

検討 実施

舞浜地区海岸整備事業 道路整備課

年次計画

平成25年度 平成26年度

整備（高洲地区）

平成27年度

実施

平成24年度に策定した第９次交通安全計画に基づき、市民の交通安全意識の高揚や自転車利用環境整
備に関する取り組みを推進します。

45221

事業内容
自転車による交通事故の防止を図るため、国と警察庁が策定した「安全で快適な自転車利用環境創出
ガイドライン」を踏まえ、市域全体の歩行者・自転車ネットワークの形成が図れるよう、通行区分の視覚的
分離、誘導などを含め、関係機関と調整しながら自転車通行空間を整備します。

年次計画
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浦安駅、新浦安駅、舞浜駅の周辺に設置した29か所の自転車駐車場について、指定管理者制
度を活用し適切な管理運営に取り組みます。

自転車駐車場管理運営事業

①駅周辺での自転車問題に取り組む

事業名 交通安全課

②自転車利用環境の整備

事業内容

駅周辺を中心に、自転車などの放置防止に関する啓発活動のほか、放置自転車の移送、保管
など業務を行うことにより、市民の良好な生活環境の確保を図ります。

事業名 放置自転車対策事業

事業内容

交通安全課

【主要事業】

事業内容
千葉県が高潮対策として行っている護岸改修に併せて、ジョギングやサイクリングも楽しめる緑
地の整備や修景整備を促進します。

事業名 舞浜地区海岸整備事業【再掲】 道路整備課
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現状と課題

火災や病気などに対する消防体制の整備や犯罪に対する備えは、安心して日常生活を送るうえ

で必要不可欠なものです。

消防体制については、本市はこれまでの発展の経緯から、木造家屋が密集する地区を抱える一

方で、大規模な集合住宅が林立する地区や世界的なレジャーランドなどが立地することから、こ

れまでもこうした多様な都市の環境に対応し、地域の特性にあわせた体制の整備に努めてきまし

た。

今後も、世帯構成の変化や高齢化の進行、建築物の大規模化・高層化といった、社会状況や都

市環境の変化に伴う業務の複雑化・高度化に対応した体制の充実を図る必要があります。

特に、救急については、国の法律改正により、より高度な救急処置が可能になるなど、業務を

取り巻く状況も変化しており、市民の要望も年々高まっていることから、こうした変化を踏まえ

た体制の充実強化が必要です。

また、一方で、広域化の流れも進みつつあることから、近隣自治体や関係機関との連携を強化

していく必要があります。

防犯については、市民が安心して生活することができる地域社会の実現を目指して、平成 20

年度に防犯計画を策定し、地域団体を中心とした様々な防犯活動や高洲移動防犯ステーションの

設置、駅周辺への防犯カメラの設置などに取り組んだ結果、犯罪発生件数は、平成 24 年には、

2,688 件まで減少（ピーク時の平成 13年の 48％まで減少）しています。（※13年 5,645 件）

今後も、「自らの安全は自ら守り、地域の安全は地域で守る」という防犯意識のもと、市民や

地域との協働による防犯活動をより強力に推進していく必要があります。

６ 日常の安全・安心をより確かにする具体的

施 策

226



課題解決のための取り組みの方向

１）地域の特性に対応した消防体制を充実する

消防需要の増加や業務の高度化に対応するため、今後も、消防出張所の建設や車両の整備、初

動体制の確保、消防水利の増設など、地域の特性にあわせた消防力の充実を図るとともに、災害

対応能力の向上や広域的な連携の強化に努めます。

救急需要の増加や業務の高度化に対応するため、救急救命士の養成や救急車両の整備を進める

など、救急救助体制の充実強化を図ります。

２）防犯活動を推進する

防犯に関する情報を適切に提供し、市民との協働による防犯活動をより強力に推進します。

自治会やＰＴＡなどの地域の団体が行う自主防犯活動に対する支援や地域でのコミュニケー

ションの強化を図るなど、地域における防犯活動をより効果的に行う組織づくりを推進します。

高洲移動防犯ステーションを拠点とし、防犯指導員による防犯相談や訓練に引き続き取り組み

ます。

また、市民の防犯意識の高揚を目的とした事業を展開するとともに、高齢者や情報弱者への対

応、地域における防犯対策への意識の格差解消などに配慮しながら、犯罪発生情報や防犯関連情

報の配信を行います。

さらに、犯罪が発生しやすい公共空間の安全を確保するため、地域の防犯診断を充実し危険箇

所の改善を図るとともに、特に駅周辺の犯罪抑止を目的として設置した防犯カメラを引き続き運

用します。

また、地域主体のこどもたちへの見守り活動を支援するとともに、学校や幼稚園、保育所など

のこどもたちが多く集まる公共施設の防犯対策を強化します。
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・

・

・

・

・

・

消防本部警防課

仮称日の出出張所整備事業

消防指令業務運用事業

４－６ 日常の安全・安心をより確かにする

１）地域の特性に対応した消防体制を充実する

【計画事業】

①消防力の充実

【事業体系】

事業

①消防力の充実

計画事業・主要事業名

消防力の維持や向上を図るため、小型ポンプ付水槽車などの消防車両や消防資器材の整備・更新を進
めるとともに、消防団の充実や強化を図ります。

国で進めている消防指令業務の共同化を図るため、平成25年４月から本市を含む６市で設置する千葉
北西部消防指令センターにおいて、消防指令業務を集約し、共同で運用します。

新町地域における消防体制の充実・強化を図るため、仮称日の出出張所を整備します。

消防本部総務課消防団充実・強化事業

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）普及事業

救命率の向上に向け、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の普及を図るため、公共施設や事業所などへの
設置を引き続き促進するとともに、市内のコンビニエンスストアなどへの設置を進めます。

担当課

救急需要の増加、世帯構成の変化、病態の多様化などに伴う業務の高度化に対応するため、救急救命
士の養成など、救急救命体制の充実強化に取り組みます。

事業所や自治会などを対象とした応急手当講習会を実施するとともに、消防本部主催による普通救命
講習会を開催します。

小型動力ポンプ付水槽車購入事業

消防本部総務課

消防本部警防課

消防資機材整備事業 消防本部警防課

②救急救助体制の充実
消防本部警防課

救急救命士の養成 消防本部総務課

事業番号
事業名 仮称日の出出張所整備事業 担当課 消防本部総務課

46111

事業内容 新町地域の消防需要に対応し、消防体制の充実・強化を図るため、仮称日の出出張所を整備します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

整備
整備
開所

事業番号
事業名 小型動力ポンプ付水槽車購入事業 担当課 消防本部警防課

46112

事業内容
大規模災害や高速道路火災など、水利不足時の初期消火に対応するため、小型動力ポンプ付水槽車を
購入します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

購入
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(千円)

平成26年度 平成27年度 3か年の合計

①消防力の充実

事業名 消防本部総務課

【主要事業】

事業名 消防資機材整備事業

事業内容 消防力を維持し、各種災害に迅速に対応できるよう、消防資機材の整備・更新を進めます。

消防本部警防課

消防本部警防課

地域における消防力や防災力の向上、地域コミュニティの維持・振興を図るため、新規入団者
の募集や少年消防団活動を推進し、消防団の充実・強化を図ります。

事業名 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）普及事業 消防本部警防課

②救急救助体制の充実

事業内容

207,133

救急救命士の養成 消防本部総務課

事業内容
救命率の向上に向け、公共施設や事業所などへのAED設置を引き続き促進するとともに、その
使用方法を指導するなど、AEDの普及を推進します。

事業名

事業名

消防指令業務運用事業

381,685 0 588,818

○計画事業費

平成25年度

救急業務の高度化に対応するため、救急救命士の計画的な養成を行います。事業内容

事業内容
本市を含む近隣６市が共同で千葉北西部消防指令センターを設置し、１１９番受信と出動指令
等消防指令業務を集約し、共同運用します。

消防団充実・強化事業
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・

・

・

・

高洲移動防犯ステーションを活動拠点とし、防犯指導員（警察官OB）を中心に、防犯相談や防
犯診断、防犯訓練、防犯教室などの活動を小学校や幼稚園、保育園、公園など様々な場所で
実施します。

防犯課事業名

防犯課

防犯課

防犯課

市内巡回パトロール事業

防犯活動啓発事業

公共空間犯罪対策事業

②犯罪が起こりにくい地域
コミュニティづくり

地域団体が行う自主防犯活動のさらなる連携強化を目的として「市内見守り隊」の体制強化を推進す
るとともに、活動に対する物的な支援や移動防犯事業、市内巡回パトロール事業などの充実を図りま
す。

担当課

犯罪のない地域社会を築くため「地域の安全は地域で守る」という防犯意識を持ち、地域団体の構成
員相互や、団体間の連携を図ることによりコミュニティの強化を推進します。

犯罪が発生しやすい公共空間の安全を確保するため、街灯緊急通報装置や防犯カメラの運用のほか、
地域における防犯診断を充実し危険箇所の改善を図ります。

浦安市防犯協会や浦安警察署との連携を強化し、より早く正確にわかりやすい犯罪発生情報や防犯関
連情報の発信に努めます。また、各種防犯キャンペーンや講演会などを通じ、市民の防犯意識の高揚
を図ります。

【再掲】

移動防犯事業

学校等防犯対策事業

防犯課

防犯課
保育幼稚園課
青少年課
教育施設課
保健体育安全課

防犯課

防犯課

事業内容

自主防犯・見守り隊活動支援事業

防犯課

事業内容

自治会やＰＴＡをはじめとする地域の自主防犯活動団体、学生防犯委員会V5、防犯ボランティ
ア団体に対し、防犯活動に必要な物資の貸与や防犯パトロール車両の貸出しなどの支援を行
います。また、中学校区単位で地域の自主防犯活動をしている団体間の連携を図る「市内見
守り隊」の体制を強化し、地域での防犯活動をより効果的に行います。

２）防犯活動を推進する

【事業体系】

事業

①地域防犯活動の推進

計画事業・主要事業名

浦安市防犯協会運営費補助金交付事業

事業内容

市内巡回パトロール事業

事業名

市民の身近な場所で発生する犯罪の抑止を目的とし、特に、路上犯罪が発生しやすい夜間
や、不審者や変質者の出没が懸念される小・中学校の通学路を中心に、市内巡回パトロール
を毎日実施します。

移動防犯事業

【主要事業】

①地域防犯活動の推進

事業名 自主防犯・見守り隊活動支援事業 防犯課

230



防犯課／保育幼稚園課
／青少年課／教育施設
課／保健体育安全課

学校等防犯対策事業【再掲】事業名

事業名 公共空間犯罪対策事業 防犯課

事業内容
公共空間での犯罪の発生抑止などを目的にネットワーク化した24台の防犯カメラの運用を図
ります。

防犯課

防犯協会や警察署と連携しながら、防犯キャンペーンや防犯講演会を実施し、市民の防犯意
識の高揚を図ります。

事業内容

小・中学校や保育園・幼稚園などで、警察と連携した防犯訓練や防犯教室を実施し、教職員の
危機管理意識の向上やこどもたちの防犯教育の充実を図るとともに、小学校への警備員配置
や防犯カメラ設置などによる防犯体制の強化を行います。また、小学校新入生に防犯ブザー
を無償配付し、児童の防犯ブザー携行による通学を推進します。さらに、PTAや地域ボランティ
アとの協力・連携による通学路の見守り活動や、冬期間の「こどもの帰宅を促す放送」の実施
により、地域全体でのこどもたちの見守りを推進します。

事業内容

事業名 防犯活動啓発事業 防犯課

②犯罪が起こりにくい地域コミュニティづくり

事業名 浦安市防犯協会運営費補助金交付事業

事業内容
犯罪のない明るい社会をつくることを目的として様々な防犯事業を展開している浦安市防犯協
会を支援します。
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現状と課題

本市は、三方を海と河川に囲まれた平坦な地形という地理的特性や、旧江戸川の河口

に発達した低地とその３倍に及ぶ埋立地という地盤特性から、地震や水害などの自然災

害への十分な備えが必要とされています。

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災では、埋め立てにより造成された中町地

域及び新町地域を中心に市域の 86％にも及ぶ範囲で液状化現象が発生し、土砂の噴出や

地盤沈下がおこりました。この液状化現象に伴い、道路や上下水道などの都市基盤施設

が被害を受けるとともに、戸建住宅では沈下や傾斜被害を受け、集合住宅ではライフラ

インが損壊するなど多くの被害を受けました。

今後は早期に復旧を図るとともに、発生が想定される首都直下型地震などによる複合

災害の被害を最小限に抑える「減災」と、被災しても早期に復旧が図れるよう「回復力」

を基調とした都市基盤施設の強化や充実が必要となります。

本市は、木造家屋が密集し道路も狭あいな密集市街地を抱える地区がある一方で、計

画的に開発された高層の集合住宅団地や大規模なテーマパーク、ホテルが立地するなど、

地域ごとに多様な特性をもっていることから、それぞれの特性に対応した十分な対策が

必要です。

また、緊急輸送道路や避難場所となる施設については、被災後もそれぞれの機能や性

能が確保できるよう液状化対策などを講じる必要があります。

災害発生直後から上下水道の使用停止や計画停電などが市民生活や産業活動に大き

な影響を与えましたが、市民や地域、事業者、行政などが協力し、広域的な応援を得な

がら応急対策活動に取り組んできました。

今後も地震が発生した場合の被害を減らし、災害に強いまちづくりを推進するため、

自助・共助・公助を基本とする災害対策に取り組む必要があります。

また、地域の成熟や市民活動の広がりに伴い、災害対策についても、地域住民の主体

的な取り組みが活発になっています。今後は、より一層まちの安全を高めていくため、

災害対策を取り巻く状況の変化や地域の特性を踏まえた、多様な主体が連携した総合的

な災害対策に取り組む必要があります。

本市は、過去、たびたび水害に見舞われてきました。元町地域については、地下水の汲み上げ

により昭和 30 年代から地盤沈下が進行したため、現在でも雨水を自然に排水することが困難な

状況にあります。このため、本市では千葉県や関係機関の協力を得ながら、排水機場や雨水管な

どの雨水排水施設の整備に長年にわたり取り組んできました。この結果、大規模な水害は昭和 56

年の台風 24号による被害を最後に発生していません。

しかし、地球規模で進む温暖化や大都市でみられるヒートアイランド現象などの影響により、

高潮や海水面の上昇、都市型の集中豪雨が発生しており、水害の危険性は以前にも増して高まっ

ています。また、新町地域については、開発の進展に伴い年々未利用地が減少しており、短時間

に海や河川に排水される雨水の量が増加しています。また、河川や海岸の護岸の老朽化も進んで

います。このため、今後も、雨水排水施設の整備や治水機能の維持・向上を図る必要があります。

７ 災害に備える具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）地域主体の震災対策に取り組む

地震災害による被害を最小限に抑えていくため、自助・共助・公助を基本に、市民、地域コミ

ュニティ、事業者、市などの多様な主体がそれぞれの役割や責任を明確にし、自立した活動ので

きる防災体制を確立・強化するとともに、災害時に相互に協力して復旧・復興に向けて取り組む

ことができるよう協力や連携体制を強化します。

自主防災組織相互のネットワークを強化するとともに、防災資機材の整備・強化を始めとする

自主防災組織の機能の向上を図ります。また、災害時要援護者や帰宅困難者への支援、家族の安

否確認なども含めた、救援・救護体制と応急・復旧体制の充実に努めます。

災害時に必要な様々な情報を市民や来訪者などに的確に伝えられるよう、防災行政用無線や地

域防災無線などの既存手段の活用に加え、新しい技術の導入の検討など、多様な情報収集・発信

手段の強化を図ります。

２）治水・排水体制を充実する

市民の生命や財産を水害から守るため、雨水排水能力の一層の充実強化に向け、効果的で効率

的な雨水排水施設の整備を進めます。また、排水機場や雨水管などの雨水排水施設の適正な維持

管理に努めます。

高潮や地震などによる水害を防ぐため、千葉県による河川や海岸の老朽化した護岸の改修や境

川河口部の水門と排水機場の新設を促進し、治水機能の向上を図ります。

３）耐震・液状化対策に取り組む

今後、発生する震災に備え、市が管理する主要な道路や下水道などの都市基盤施設及び避難所

となる学校施設については、耐震化・液状化対策を行うとともに、緊急輸送道路に指定されてい

る国や千葉県が管理している都市基盤施設についても耐震化・液状化対策を要請します。

公益施設については、大規模改修や建替えなどの機会を捉え、必要な耐震・液状化対策を検討・

実施します。

また、宅地の液状化対策については、道路などの公共施設との一体的な対策を推進するととも

に、個別の建替え時に耐震化・液状化対策ができるよう、専門家による相談や情報提供を行いま

す。
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・

・

・

・

・

・

災害ボランティア事業
⑤応急・復旧対策の充実

防災無線等管理運営事業
④災害情報の共有化

防災課

災害時情報伝達・収集検討事業

教育総務課

防災課

防災課

災害時トイレ整備事業

受水槽緊急遮断装置設置補助事業

【事業体系】

事業

①総合的な震災対策の推
進

計画事業・主要事業名

防災訓練等実施事業

障がい事業課

防災課

事業者・大学・自治体等との災害時の応援協定の締結

②自助・共助体制の充実

災害時の避難所運営推進事業

③防災備蓄の充実
福祉避難所支援物資整備事業

防災課

４－７ 災害に備える

防災課

地域防災計画改定事業

実践型訓練事業 【再掲】

担当課

防災課

１）地域主体の震災対策に取り組む

災害時のボランティア活動が円滑に行われるよう、災害ボランティアコーディネーターの養成や災害
ボランティアセンターの設置・運営マニュアルに基づく訓練を行うとともに、事業者や大学、自治体
と災害時の食料品や日用品の供給、応急復旧活動などの応援協定を締結します。また、応急給水対策
の一環として、公共施設への防災井戸設備の設置可能性について調査・検討を行います。

防災課

社会福祉課

防災課

災害時要援護者支援事業

業務継続計画策定事業 【再掲】 防災課

国や県が行っている被害想定や地域防災計画などの見直しを踏まえ、浦安市地域防災計画の改定を行
い、市民・地域コミュニティ・事業者との連携により震災対策を総合的に推進します。また、災害時
に応急対策活動を進めながら、基礎自治体として実施すべき業務を継続、再開できるよう業務継続計
画を策定します。

地域コミュニティや事業者、関係機関などと災害時に協力できるよう連携を強化するとともに、応急
的な対応能力が向上するよう、大規模災害を想定した防災訓練を実施します。

自助・共助による防災活動を推進し、地域における防災意識の高揚と防災活動を促進するため、自主
防災組織の活動を支援するとともに、高齢者や障がい者などの災害時要援護者が円滑に避難できるよ
う、地域の自主防災組織などと連携した避難支援体制の構築に取り組みます。また、大規模な災害が
発生した場合、避難所開設・運営が円滑にできるよう、地域と連携し、マニュアル作成に取り組みま
す。

防災行政用無線や地域防災無線、ケーブルテレビなどを通じて地震などの災害時の情報伝達、情報収
集を行うとともに、災害時の情報伝達・収集方策のあり方を検討します。

防災備蓄倉庫の備蓄物品や資機材の充実・更新を図るとともに、震災の教訓を踏まえ、避難所に整備
する災害時に有効なトイレや福祉避難所の備蓄のあり方などについて検討を行います。

社会福祉課
障がい事業課
高齢者支援課
介護保険課

防災備蓄用品整備事業 防災課

自主防災組織育成事業 防災課

防災袋無償配付事業
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①総合的な震災対策の推進

②自助・共助体制の充実

事業番号
事業名 地域防災計画改定事業 担当課 防災課

47111

【計画事業】

事業内容

国の防災基本計画や千葉県地域防災計画の見直しを踏まえ、災害への備えをはじめ、被災時の被害
の軽減や迅速かつ的確な対応が自助・共助・公助の連携により効率的に図れるよう、引き続き、地域防
災計画（震災編）の改定に取り組みます。また、震災編改定後は風水害等編/大規模事故編の改定に
取り組みます。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

改定（震災編）
改定（風水害等編／大規模事故
編）

改定（風水害等編／大規模事故
編）

事業番号
事業名 実践型訓練事業 【再掲】 担当課 防災課

61211

事業番号

事業内容
大規模な災害に備え、地域防災計画の実効性を高めるため、図上訓練などの災害応急活動に係る実
践型の訓練を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施 実施 実施

事業名 業務継続計画策定事業 【再掲】 担当課 総務課／防災課
61212

事業内容
大規模な地震災害の発生に際して、基礎自治体として災害対応業務や優先度の高い通常業務を発災
直後から適切に実施する必要があるため、業務継続計画を策定します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

調査・研究
策定

事業番号
事業名 災害時の避難所運営推進事業 担当課 教育総務課

47121

事業内容
大規模な災害が発生した場合、地域住民が主体となって避難所の開設・運営ができるよう、地域住民、
教職員、市職員などが連携し、地域の実情にあった避難所開設・運営マニュアルの作成を推進します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

作成 作成 作成
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(千円)

3か年の合計

④災害情報の共有化

27,820 16,196 13,841 57,857

③防災備蓄の充実

平成25年度 平成26年度 平成27年度

○計画事業費

事業番号
事業名 福祉避難所支援物資整備事業 担当課 障がい事業課

47132

事業内容
障がいのある人や心身に衰えのある高齢者など、避難生活に特に配慮が必要な方々が安全に避難生
活が送れるよう、必要物資を購入し備蓄します。
また、福祉避難所の役割を補完する効果的な支援体制を検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

物資購入
震災時の検証
支援体制の検討

物資購入 物資購入

事業番号
事業名 災害時トイレ整備事業 担当課 防災課

47131

事業内容
震災の教訓を踏まえ、災害時に有効なトイレを避難所や一時避難場所に整備できるよう、調査・検討を
行います。また、組み立て式トイレなどの災害非常用トイレを購入し、備蓄します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

災害非常用トイレの購入
調査・検討

災害非常用トイレの購入 災害非常用トイレの購入

事業番号
事業名 災害時情報伝達・収集検討事業 担当課 防災課

47141

事業内容
防災行政用無線の補完手段として防災ラジオの導入効果を調査・検証するとともに、地域防災計画の
見直しや災害対策マニュアルの作成の中で総合的な災害情報伝達・収集方策を検討し、実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実証実験
一部実施

実施 実施
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①総合的な震災対策の推進

事業名 総合防災訓練等実施事業 防災課

事業内容
災害時の行動の検証や防災関係機関との連携強化を図るため、大規模な地震を想定した総
合防災訓練を実施します。また、自治会や事業所など地域が主体となって取り組む防災訓練
を支援します。

社会福祉課

事業内容
災害時に円滑な対応を図るため、災害ボランティアセンターの運営やボランティアコーディネー
ターの養成を図ります。また、災害に取り組む個人や団体のネットワークづくりを通し、ボラン
ティア活動の普及・啓発に努めるとともに災害復旧に必要な備品などを整備します。

事業内容
災害時の飲料水確保のため、集合住宅などに設置された受水槽に緊急遮断装置を設置する
費用の一部を補助します。

④災害情報の共有化

受水槽緊急遮断装置設置補助事業 防災課

事業名 防災備蓄用品整備事業

事業内容
災害発生後の避難生活などで緊急な対応が必要となる防災備蓄品として、食料、毛布などの
生活必需品と発電機、仮設トイレなどの応急対策用資機材の備蓄を進めるとともに、適正な備
蓄目標について検討します。

防災課

事業名

事業内容
災害が発生した際に、災害時要援護者に対し、安否確認や避難支援などが迅速に行えるよ
う、災害時要援護者を事前に把握するとともに、地域における支援体制づくりを促進します。

⑤応急・復旧対策の充実

防災課

事業内容
災害時の応急対策及び復旧対策などにおいて必要な物資・人員などの支援について連携・協
力ができるよう、災害対策に有用な協定を事業者や大学、自治体などと締結します。

事業名 災害ボランティア事業

事業内容
災害時の情報伝達、情報収集及び連絡体制の確立を図るため、防災行政用無線や地域防災
無線、ケーブルテレビを利用した緊急情報提供システムの適正な維持管理に努めます。

事業名 事業者・大学・自治体等との災害時の協定の締結

自治会ごとに活動している自主防災組織の連携や強化を図るため、自治会自主防災組織連
絡協議会の運営支援を行うとともに、自主防災組織が行う事業や資器材購入を支援します。

事業名 防災無線等管理運営事業 防災課

災害時要援護者支援事業
社会福祉課／障がい事
業課／高齢者支援課／
介護保険課

③防災備蓄の充実

事業内容

事業内容

事業名

【主要事業】

②自助・共助体制の充実

事業名 自主防災組織育成事業 防災課

災害時の備えや防災意識の高揚を図るため、転入し市民となった世帯に防災セットを無償で
配付します。

事業名 防災袋無償配付事業 防災課
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・

・

・

排水設備維持補修事業 道路整備課

吐口ゲート集中管理設備システム更新事業

事業名

道路整備課

道路整備課

２）治水・排水体制を充実する

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名

雨水排水能力の充実や強化に向けて、計画的に雨水排水施設の整備や改修に取り組みます。

高潮や地震による水害を防止するため、千葉県が旧江戸川や舞浜地区海岸で実施している護岸改修を
促進するとともに、市内河川に設置されている吐口ゲートの開閉システムを更新します。また、境川
河口部の水門と排水機場の新設を千葉県に要望します。

担当課

近年、多発するゲリラ豪雨などにより道路冠水が発生している地区の被害を軽減するため、一時的に
雨水を貯留できる地下貯留槽の設置を行います。また、雨水の排水能力の維持を図るため、老朽化し
ているポンプ場の補修や管渠の清掃などを行います。

②治水能力の向上

旧江戸川下流部整備事業（低地対策河川事業【高潮対策】） 道路整備課

②治水能力の向上

①雨水排水対策の充実

【計画事業】

担当課

①雨水排水対策の充実

道路冠水対策事業

道路整備課

雨水排水施設の液状化対策事業 【再掲】 道路整備課

道路整備課

事業内容
異常気象に伴う極地的な集中豪雨により道路冠水が発生している弁天地区、東野地区、舞浜地区の被
害を軽減するため、一時的に雨水を貯められる地下貯留施設を設置します。

事業番号
道路冠水対策事業

舞浜地区海岸整備事業

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設置（弁天地区）
設計（東野地区）

設置（東野地区）
設計（舞浜地区）

設置（舞浜地区）

事業番号
事業名

吐口ゲート集中管理設備システム更新
事業

担当課 道路整備課
47221

事業内容
高潮や津波による被害を軽減するため、市内河川に設置している吐口ゲートの開閉システムを更新しま
す。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

更新（子局システム） 更新（子局システム）
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(千円)

事業名 雨水排水施設の液状化対策事業【再掲】 道路整備課

事業内容
主要な雨水排水施設については、汚水管などの復旧工事や今後の施設改修に併せて必要な
対策を行います。

145,000 499,062

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度

降雨の際の道路冠水を未然に防ぐため、市管理の排水機場やポンプ場の補修・機器の更新を
行い、排水能力の維持・充実を図ります。

事業名 道路整備課

【主要事業】

事業内容

排水設備維持補修事業

①雨水排水対策の充実

3か年の合計

176,591 177,471

千葉県が高潮対策として行っている護岸改修に併せて、ジョギングやサイクリングも楽しめる緑
地の整備や修景整備を促進します。

事業名 旧江戸川下流部整備事業（低地対策河川事業【高潮対策】） 道路整備課

事業内容
高潮や津波などによる水害を防止するため、千葉県が高潮対策として実施している護岸改修
の早期完了を促進するとともに、富士見地区の修景整備について検討します。

②治水能力の向上

事業名 舞浜地区海岸整備事業 道路整備課

事業内容
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・

・

・

・

３）耐震・液状化対策に取り組む

道路や下水道などの本市が管理する都市基盤施設については、今後発生が想定される首都直下型地震
やプレート境界型地震による被害の軽減を図るため、復旧工事と併せて耐震化・液状化対策を行いま
す。また、被災していない都市基盤施設についても、震災に備え計画的に耐震化・液状化に取り組み
ます。

宅地の液状化対策については、道路などの公共施設との一体的な対策を関係住民や関係機関などと協
議調整を行いながら協働で取り組みます。また、建築物の耐震対策や宅地の液状化対策、液状化被害
を受けた傾斜家屋の復旧などの取り組みが円滑に進められるよう、専門家による相談や情報提供を行
うとともに、新耐震基準導入前（昭和56年以前）に建設された住宅の耐震化を促進します。

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名

災害時の児童・生徒の安全確保や避難所機能を強化するため、小・中学校の校庭液状化対策を順次実
施します。また、耐震基準に満たない学校施設の耐震改修を実施します。

担当課

緊急輸送道路に指定されている国や千葉県が管理する道路や終末処理場に接続する千葉県管理の下水
道幹線の耐震化や液状化対策を要請します。

震災により被害のあった中町・新町地域の下水道施設については、改良土による埋戻しや可とう継手の
設置など、耐震・液状化対策を併せた施設の復旧工事を進めます。

③宅地の耐震・液状化対策
の支援

道路等と宅地の一体的な液状化対策推進事業 市街地開発課

まちづくり情報提供事業

事業名 公共下水道災害復旧事業

事業内容

下水道課

幹線道路液状化対策事業 道路整備課

公共下水道災害復旧事業

汚水中継ポンプ場整備事業 【再掲】 下水道課

雨水排水施設の液状化対策事業

47311

【計画事業】

①公共土木施設の耐震・液状化対策の推進

【再掲】 都市計画課

教育施設課

道路整備課

①公共土木施設の耐震・液
状化対策の推進

道路整備課

道路等復旧関連事業 道路整備課

設計
復旧工事

設計
復旧工事

舗装本復旧工事

小・中学校校庭の液状化対策事業

下水道総合地震対策事業 下水道課

道路等復旧事業

担当課 下水道課
事業番号

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業 道路整備課

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等相談事業 建築指導課

【再掲】

②公共公益施設の耐震・液
状化対策の推進 小学校・幼稚園耐震対策事業 【再掲】 教育施設課

既存建築物耐震改修促進事業 建築指導課
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年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

検討

【再掲】 担当課 下水道課
32223

事業内容
下水道施設の処理機能を良好な状態で維持するため、老朽化している汚水中継ポンプ場の建替につい
て耐震化・液状化対策とあわせて検討します。

事業番号

事業番号
事業名 下水道総合地震対策事業 担当課 下水道課

47312

事業内容
今後の震災に備え、下水道総合地震対策整備計画を策定し、主要な幹線の管渠・マンホールなどの耐
震・液状化対策を計画的に行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

液状化対策（幹線６号）
下水道総合地震対策整備計画の
策定

耐震診断（管渠・マンホール） 耐震診断（管渠・マンホール）

事業番号
事業名 道路等復旧事業 担当課 道路整備課

47313

事業名 汚水中継ポンプ場整備事業

事業内容
下水道施設やガス・水道などの企業が行うライフライン施設の復旧工事と調整を図りながら、市が管理す
る道路の復旧工事を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

復旧工事 復旧工事 復旧工事

事業番号
事業名 道路等復旧関連事業 担当課 道路整備課

47314

事業内容
道路の復旧や液状化対策を早期に実施するため、道路等復旧事業に関連する住民調整や設計、工事な
どを行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設計
空洞等補修工事

設計
空洞等補修工事

設計
空洞等補修工事

事業番号
事業名 幹線道路液状化対策事業 担当課 道路整備課

47315

事業内容
今後の震災に備え、緊急避難路に指定されている主要幹線道路や新浦安駅前広場、舞浜駅前広場の
液状化対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

主要幹線道路の液状化対策（中
町地域・新町地域）
駅前広場の液状化対策（新浦安
駅・舞浜駅）

主要幹線道路の液状化対策（元
町地域）
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事業内容
市が管理する橋りょうの適切な維持管理やライフサイクルコストの最小化を図るため、計画的な修繕を行
います。また、東日本大震災後に改訂された道路橋示方書を踏まえ、本市の橋りょう耐震化に対する考
え方を見直し、緊急輸送路に架かる主要な橋りょうの耐震化対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震対策推進計画の策定
長寿命化対策の設計

長寿命化対策の設計
長寿命化対策の実施

事業番号
事業名 橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業 担当課 道路整備課

47316

③宅地の耐震・液状化対策の支援

事業内容

液状化対策技術検討調査委員会や市街地液状化対策実現可能性調査の結果を踏まえ、道路などの公
共施設と宅地との一体的な液状化対策について、液状化対策実現可能性技術検討委員会の検討結果
や地域住民との話し合いを踏まえ、事業計画を作成するとともに、実施に向けた協議、調整を進めていき
ます。

47331

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業計画の作成 協議・調整 協議・調整

設計・実施（明海中学校） 設計・実施（堀江中学校）

②公共公益施設の耐震化・液状化対策の推進

事業番号
事業名

道路等と宅地の一体的な液状化対策推
進事業

担当課 市街地開発課

事業番号
事業名 小・中学校校庭の液状化対策事業 担当課 教育施設課

47321

事業内容
災害時の児童・生徒の安全確保や避難所機能を強化するため、避難所となる小・中学校校庭の液状化
対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号
事業名 小学校・幼稚園耐震対策事業 【再掲】 担当課 教育施設課

22523

事業内容
文部科学省が示す耐震指標目標値に満たない学校等施設について、最新の耐震診断基準にて再診断
を行い、必要な耐震補強工事を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震診断 耐震改修設計 耐震改修
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(千円)

【主要事業】

①公共土木施設の耐震・液状化対策の推進

事業名 雨水排水施設の液状化対策事業 道路整備課

事業内容
主要な雨水排水施設については、汚水管などの復旧工事や今後の施設改修に併せて必要な
対策を行います。

事業内容
建築物の耐震対策や宅地の液状化対策、液状化被害を受けた傾斜家屋の復旧などの取り組みが円滑
に進められるよう、専門家による相談や出前講座を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

啓発
相談会の実施

事業番号
事業名

既存建築物耐震改修啓発・傾斜復旧等
相談事業

担当課 建築指導課
47333

事業内容

市民や事業者とまちづくりに関する情報の共有化を図るため、ホームページ上で公開しているGIS（JAM）
を活用しながら、土地利用の動向や建築物の用途などの情報の更新やコンテンツの充実を図ります。
また、ボーリングデータなどの地盤情報を収集、整理し、建物や設備の建設、更新や被災した住宅などの
修復、建替えの際に、液状化対策や耐震化対策が促進されるよう、情報提供を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

データの収集・整理
情報提供

データの収集・整理
情報提供

データの収集・整理
情報提供

事業番号
事業名 まちづくり情報提供事業 【再掲】 担当課 都市計画課

41222

13,166,767 5,048,298 1,873,946 20,089,011

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

事業番号
事業名 既存建築物耐震改修促進事業 担当課 建築指導課

47332

事業内容
昭和56年以前に建築された木造住宅、分譲集合住宅、医療施設及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震
化を促進するため、耐震診断や耐震改修工事にかかる費用の一部を助成します。また、地域防災計画
や県の耐震改修促進計画の改定を踏まえ、耐震改修促進計画を改定します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

耐震診断の補助
耐震改修の補助
耐震改修促進計画の改定

耐震診断の補助
耐震改修の補助

耐震診断の補助
耐震改修の補助
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